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八 第一号において、各直接清算参加者が拠出した清算基金の額の合計額（DFCM）が零を上回ら
ない場合は、次の算式を用いて所要自己資本額（KCM）を算出することを要する。

DF＊は、当該適格中央清算機関に対する商工組合中央金庫の未拠出の清算基金の額
DF＊iは、直接清算参加者ｉの未拠出の清算基金の額
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九 前号において、各直接清算参加者の未拠出の清算基金の額の合計額が零を上回らない場合は、
次の算式を用いて所要自己資本額（KCM）を計算することを要する。

IMは、当該適格中央清算機関に商工組合中央金庫が拠出した当初証拠金の額
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（適格中央清算機関に係る清算基金の信用リスク・アセット）
第二百五十三条の八 適格中央清算機関に係る清算基金の信用リスク・アセットの額は、次の各号に
掲げるいずれかの手法を用いて算出する。
一 リスク・センシティブ手法
二 簡便的手法
２ 前項第一号に掲げる「リスク・センシティブ手法」とは、第一号に掲げる算式により算出した所
要自己資本額（KCM）に十二・五を乗じて信用リスク・アセットの額を算出する手法をいう。
一 所要自己資本額（KCM）は次の算式を用いて算出する。

KCCP＝Ã
i
max（EBRMi－IMi－DFi，０）・20％・８％

DFCM＝Ã
i
DFi

DFûCM＝DFCM－２・DFCM／N

DFû＝DFCCP＋DFûCM

K＊
CMは、当該適格中央清算機関に係るみなし所要自己資本額（第八号及び第九号において同じ。）

Nは、当該適格中央清算機関に係る直接清算参加者の数（第八号及び第九号において同じ。）
DFは、当該適格中央清算機関に商工組合中央金庫が拠出した清算基金の額
DFCCPは、当該適格中央清算機関が有する資本その他これに類するものであって、直接清算参加者
の債務不履行により中央清算機関に生ずる損失を清算基金（債務不履行参加者の清算基金を除く。）
に先立ち負担するものの額
EBRMiは、当該適格中央清算機関が有する直接清算参加者ｉに対するエクスポージャーの額に当
該直接清算参加者が拠出した当初証拠金の額を加えた額
IMiは、直接清算参加者ｉが拠出した当初証拠金（第九号において同じ。）
DFiは、直接清算参加者ｉが拠出した清算基金
ANet, iは、直接清算参加者ｉに対するEBRMiの額（第八号及び第九号において同じ。）
ANet, 1は、当該適格中央清算機関が有する各直接清算参加者に対するエクスポージャーの額のうち
最大の額（第八号及び第九号において同じ。）
ANet, 2は、当該適格中央清算機関が有する各直接清算参加者に対するエクスポージャーの額のうち
二番目に大きい額（第八号及び第九号において同じ。）
Ã

i
ANet, iは、当該適格中央清算機関が有する各直接清算参加者に対するエクスポージャーの額の合計
額（第八号及び第九号において同じ。）
二 前号におけるエクスポージャーの額は、第八十五条及び第九十四条の信用リスク削減手法適用
後エクスポージャー額とする。
三 前号の場合において、派生商品取引に係る信用リスク削減手法適用後エクスポージャー額の計
算については、第五十七条のカレント・エクスポージャー方式を用いる。
四 前号の場合において、第五十七条第三項第二号のネットのアドオンについては、次の算式を用
いる。

ネットのアドオン＝0•15×グロスのアドオン＋0•85×
ネット再構築コスト
グロス再構築コスト

×グロスのアドオン

五 第三号の場合において、第五十七条第三項第一号に規定するグロスのアドオンの計算に当たり、
オプションについては、第五十八条第一項第二号イ及びロに規定するリスク・ポジションの額と
する。
六 第二号の場合において、第八十一条第二項第一号ニ（第八十八条第五項において適用する場合
を含む。）の定めにかかわらず、算出基準日を含む四半期の一期前の四半期内のいずれかの時点で
取引件数が五千件を超えたネッティング・セットに係る最低保有期間を二十営業日とすることを
要しない。
七 当該適格中央清算機関において、清算基金が一定の区分ごとに分別管理されている場合は、第
一号の所要自己資本額は当該区分ごとに算出することを要する。この場合において、DFCCPが当
該区分ごとに分別管理されていない場合は、当該区分ごとのDFCCPはÃ

i
ANet，iの額の割合に応じた

額とする。

（中央清算機関に対するトレード・エクスポージャー及び直接清算参加者向けトレード・エクス
ポージャーの信用リスク・アセット）
第二百五十三条の七 第四章の規定は、中央清算機関に対するトレード・エクスポージャー及び直接
清算参加者向けトレード・エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の算出について準用す
る。この場合において、「標準的手法を採用した場合の商工組合中央金庫」とあるのは「商工組合中
央金庫」と読み替えるものとする。
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げるトレード・エクスポージャーの信用リスク・アセッ
トの額を算出する場合、当該トレード・エクスポージャーのリスク・ウェイトは、二パーセントと
する。また、次の各号に掲げるトレード・エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の算出に
ついて前項の規定に基づき第四章の規定を準用する場合において、第五十九条第七項第一号中「イ
からニまで」とあるのは「イ、ロ又はニ」と、同号イ中「ロ又はハ」とあるのは「ロ」と、同号ニ
中「イからハまで」とあるのは「イ又はロ」と、第八十一条第二項第一号ニ中「流動性の低い担保
又は再構築の困難な派生商品取引を含むネッティング・セット及び算出基準日を含む四半期の一期
前の四半期内のいずれかの時点で取引件数が五千件を超えたネッティング・セット」とあるのは「流
動性の低い担保又は再構築の困難な派生商品取引を含むネッティング・セット」と読み替えるもの
とする。
一 適格中央清算機関に対するトレード・エクスポージャー
二 直接清算参加者向けトレード・エクスポージャー
３ 第一項の規定にかかわらず、直接清算参加者向けトレード・エクスポージャー（商工組合中央金
庫が間接清算参加者である場合において、直接清算参加者及び他の間接清算参加者が共に債務不履
行又は支払不能となった場合に、商工組合中央金庫への損失の発生を防ぐための方策を適格中央清
算機関又は直接清算参加者が講じていない場合に限る。）の信用リスク・アセットの額を算出する場
合、当該直接清算参加者向けトレード・エクスポージャーのリスク・ウェイトは、四パーセントと
する。
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